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中国の社会保険に関する計量分析
－工会効果の計測－

金鑫（大東文化大学経済学部）

要旨

本稿では、北京大学中国社会科学調査センターが公表している中国家庭追跡調査「China 
Family Panel Studies: CFPS」（2014-2018）を用いて、工会加入の有無が労働者の社会保険（年
金、医療、失業、労災、生育保険）への加入に及ぼす影響を検討した。この結果、以下の 2 点が
明らかになった。第 1 に、会員ダミーの選択バイアスを考慮したうえで、会員は非会員より社会
保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）への加入率が高いことが示された。第 2 に、会員－
非会員間における「社会保険への加入」の差異に対する会員資格の寄与率が比較的高く、会員－
非会員間における「賃金率」の差異に対する会員資格の寄与率は比較的低いことが明らかになっ
た。

1 ．はじめに

本稿の目的は、2014年から2018年の期間、中国の労働組合（以下は、「工会」と記す）が、
労働者の社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）への加入に対してどのような影響を及
ぼしたかを、労働者のマイクロデータを用いて計量的に明らかにすることである（1）。

中国では、労働者は法定福利である社会保険に加入していない状況が存在する（2）。「社会保険
法」（2011年）の施行により、すべての労働者と雇用主は社会保険に加入する義務が、法的に明
確化された。その後、「都市・農村養老保険との接続に関する暫定方法（城郷養老保険制度銜接
暫定弁法）」（2014年）、「社会保険法」の改正（2018年）、および社会保険料負担のさらなる軽
減を目的の 1 つとした「第13次五ヵ年計画」（2016～2020年）など、社会保険に対する政策や
法整備は漸進的に進展した。しかし、現状では、社会保険に加入していない労働者が多く存在す
る。その理由としては、法規制の執行力の欠如、全国的に統一的な運用や見解が得られないこと
による都市・農村間や地域間での制度の不均衡、雇用主の社会保険料負担の高さ、非正規雇用者
の増加、労働者の認識不足などがあげられる（3）。

上記の状況を改善する手段の 1 つとして注目されるのは、労働者の合法的な権利・利益の
保障を目標とする公的組織である「中華全国総工会（The All-China Federation of Trade 
Unions）」である。「労働法」（1995年）では、中華全国総工会は、労働者を代表する唯一の合
法的な工会組織であると規定されている。現行の「工会法」（2018年）の第30条によれば、工会
は、企業・事業体、機関と協力して、労働者の集団福祉事業を整え、賃金・労働安全、衛生と社
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会保険業務を完遂すると義務付けられた。また、現行の「社会保険法」（2018年）の第 9 条に、
工会は、法により労働者の合法的な権利・利益を保護し、社会保険に関する重大事項の検討に参
画し、社会保険監督委員会に参加し、従業員の社会保険の権利・利益に係わる事項を監督する権
利を有すると規定された。

しかし、中華全国総工会は中央政府の下部組織であるため、労働者の意思を反映しにくく、多
くの先進国の組合に比べて、独立性、闘争性および代表性が脆弱であると指摘されることがしば
しばある（趙，2009; 孫・賀，2012）。その理由は、中国共産党の下部組織である工会が、政府

（党）、労働者（非会員を含む）、使用者の三者間の関係を調整しながら、社会経済の発展や社会
の安定を図るという多層的な機能を有していること、また、結成、加入、運営に関する固有の組
織的特性を持っていることに起因しているためである。

近年、工会に主導されないストライキの頻発は、これらの機能を通して体制を安定させる緩衝
材としての役割が求められる工会に対し、機能転換を促した。その背景には改革開放政策の実施

（1978年）に伴い、社会主義と共産党の指導を維持しつつ市場原理をとり入れる体制の改革や、
WTOへの加盟（2001年）によって加速したグローバル化により、労使関係の構造が変化したこ
とがある。すなわち、市場経済化やグローバル化により急速な経済発展が進んだ一方、社会・経
済格差の広がりに伴い生活苦に陥った新世代農民工（80年代以降生まれの農村戸籍を有する出
稼ぎ労働者）は、権利意識の向上、労働NGOや労働弁護士の支援、そして2004年に「民工荒」
と呼ばれる労働力不足の出現という労働環境の変化などにより、自らの労働条件改善を求めるス
トライキを実施するようになった。それに対して、前述の組織的特性を持つ工会は、独立性、闘
争性、そして代表性が弱体化しているものの、市場経済のグローバル化に伴う社会矛盾の深化に
より、工会の組織化推進や団体交渉制度における工会機能の発揮といった工会改革が不可避的に
求められるようになったのである。

以上の経緯を踏まえて、本稿は、2014年から2018年の期間、工会が労働者の合法的な権利で
ある社会保険への加入を促進することができたか否かを検討する。本稿の構成は、以下のとおり
である。第 2 節では、先行研究、第3節では仮説について論じる。続く第 4 節において、推計モ
デル、第 5 節において、データの概要と基本統計量についてそれぞれ述べる。第 6 節では、推
定結果を提示し、労働者の社会保険における工会の機能を考察する。第 7 節では、まとめを論じ
る。

2 ．先行研究

組合と労働者の労働条件との関係は、これまで独占的組合モデル、ゲーム理論に基づく交渉モ
デル、退出・発言モデルなどのさまざまな分析フレームを通して議論されてきた。たとえば独占
的組合モデルでは、組合が独占力を行使して賃金を提示し、企業は組合によって提示された賃金
を所与として自らの利潤を最大化するように労働需要量 （雇用量） を決定する極端な状況を想定
した（McDonald and Solow, 1981）。またゲーム理論をとり入れたRubinstein（l982）による
と、労使交渉の過程において、組合と企業の力関係によって、それぞれの利益の分配が決まり、



― 79 ―

組合が存在する場合の賃金決定は明らかに競争的な市場におけるそれとは異なることが示され
た。さらに、Freeman and Medoff（1984）により提起された退出・発言モデルは、組合が労使
交渉を通して、労働者の労働条件のみならず、職場の不満を集団的に表明する行為の効果を分析
対象としたことにより、労働者の離職率、企業の生産性に与える影響をより包括的に考察するこ
とを可能にした。

このようなFreeman and Medoff（1984）のより包括的な退出・発言モデルは、組合の賃金
効果と発言効果を検証するために多くの実証研究に用いられた。たとえば、組合による労働者
の賃金をはじめとする金銭的な労働条件を引き上げる効果が検証された（Lee, 1978; Freeman 
and Medoff, 1984; Perloff and Sickles, 1987; Robinson, 1989; Jakubson, 1991; 橘木・野
田, 1993; 仁田・篠崎, 2008; Cai and Waddoups, 2011; Nahm et al., 2017）。また、組合
の発言効果について、多くの既存研究においては、組合は、労働者の発言力を増し、労働者
の離職意識（離職率）を低下させ、企業の生産性を高めることが明らかにされた（Freeman, 
1980; Freeman and Medoff, 1984; 松村, 1984; Lewis, 1986; 中村他, 1988; Robinson, 1989; 
Wilson and Peel, 1991; 橘木・野田, 1993; 冨田, 1993; 都留, 2002; 外舘, 2007; 仁田・篠崎, 
2008; 田口・梅崎, 2011）。

さらに、組合による労働者の非金銭的労働条件に及ぼす影響に関する実証研究が多く蓄積さ
れ、とくに組合が雇用保障などの非金銭的労働条件に対してどのような効果を持つかが検証さ
れた（Freeman and Medoff, 1984、中村他, 1988、都留, 2002、川口・原, 2007、Aizawa et 
al., 2024）。具体的には、川口・原（2007）において、同じ年収・福利厚生の仕事の見つけやす
さ、教育訓練の受講の有無などの主観的な指標を用いて非金銭的労働条件を測定し、組合は非金
銭的な労働条件を改善することが示された。したがって、組合の労働条件に及ぼす影響を考察す
る際、賃金のみならず、非金銭的な労働条件を対象にすることも重要である。

他方、これらの論点は中国においても検証され、とくに上述したように、2000年代以降の経
済的なグローバリゼーションの進展に伴って拡大した社会格差が、ストライキの多発を引き起こ
し、賃金を中心とした労働条件に対する工会の影響に対する関心が高まった。これにより、工会
が賃金をはじめとする労働条件に及ぼす影響について、企業・個人の両方のレベルにおける実
証研究が進んだ。第1に、企業レベルにおける多くの研究において、工会が組織された企業（以
下、「工会企業」と記す）の平均的な労働条件は、工会が組織されていない企業（以下、「非工
会企業」と記す）より上回ることが明らかにされた（Ge, 2007; 姚・鐘, 2008; Lu et al., 2010; 
詹他, 2012; Yao and Zhong, 2013; 楊・楊, 2013; 姚他, 2013; 劉他, 2013; 陳・張, 2019）。労
働条件は、労働者の平均賃金・賞与、法定福利（社会保険や住宅積立金）、法定外福利（現物給
付や現金給付）などの指標をもって計測されている。それらに研究に対して、Lu et al.,（2010）
の研究では、私営企業の工会について、労働者の法定福利のみを改善する効果があることが示さ
れた。

第 2 に、個人レベルにおける研究では、工会に加入する労働者（以下、「会員」と記す）は、
未組織労働者（以下、「非会員」と記す）よりも良い労働条件が保障されていることを示した
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（李・徐, 2014; 王・李, 2014; Gunderson, et al., 2016; 紀・頼, 2019）。具体的には、会員は
非会員より、賃金率や法定福利の加入率が高く、教育訓練の参加などに関する福利厚生も充実し
ていることが明らかにされた。しかし、出稼ぎ労働者に特化した孫・賀（2012）の研究では、
会員資格は労働者の賃金率に直接的な影響を与えるのではなく、労働者の最低賃金水準の到達や
社会保険への加入に対して正の影響を及ぼすことが示された。

本稿は、労働者の社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）を中心とした非金銭的な
労働条件に対する工会の効果に焦点を当てる（4）。その理由として、以下の 2 点があげられる。
第1に、工会が非金銭的労働条件に及ぼす影響を考察する既存研究には、会員ダミーの選択バ
イアス（Sample selection bias）に対処した研究が少ない。Robinson（1989）とNahm et 
al.（2017）によれば、会員ダミーの係数の推定に偏りが生じる理由として、労働者が工会に加
入するか否かは、個人、所属企業、所在地域などの特性からの影響を受け、自ら選択したためと
している。たとえば、国有企業で働く労働者は、工会に加入する確率が高いこと、工会企業が能
力（学歴や経験年数など）の高い労働者を採用する傾向があることなどがあげられる。本稿で
は、傾向スコア・マッチング法（Propensity Score Matching, PSM）を用いて、会員ダミーの
選択バイアスを統計的に除去したうえで、労働者の社会保険への加入に対する工会効果を推定す
る。

第 2 に、工会の経済効果を検証した個人レベルの既存研究は主に賃金率に注目し、非金銭的な
労働条件に関する研究が比較的少ないがゆえに、労働者の非金銭的労働条件における工会の効果
が十分に検討されていない。たとえば、原理的には企業レベルの分析よりも個人レベルの分析が
望ましい。しかし、個人レベルの研究としては、孫・賀（2012）と王・李（2014）のみが見当
たる。また、工会は労働者の非金銭的労働条件（社会保険への加入）と金銭的条件（賃金率）
に一律な影響を与えているかに関する詳細な議論はあまり行われていない。本稿では、Blinder-
Oaxaca分解モデルを用いて、社会保険への加入における会員と非会員の差、および賃金率にお
ける会員と非会員の差をそれぞれ検討する。これらの差を、会員－非会員間の属性の差による差
異（要素量差要因）と会員資格の有無による差異（要素価格差要因）に分解し、工会が労働者の
非金銭的な労働条件および金銭的条件に与える影響の度合いを明らかにする。

3 ．仮説

本稿では、第 2 節で議論した課題に取り組み、労働者の社会保険への加入に対する工会の影響
を検証する。具体的には、会員ダミーの選択バイアスを統計的に考慮したうえで、労働者の社会
保険への加入に対する工会効果を推定するとともに、工会が労働者の非金銭的労働条件および金
銭的条件に与える影響の度合いの差異に焦点を当てる。本稿では、下記の 2 つの仮説に基づいて
検証を行う。

仮説１：会員は非会員より社会保険に加入する確率が高い。
会員は非会員より社会保険に加入する確率が高いと考えられる理由は、工会は、企業のコンプ

ライアンス違反行為を監督・是正し、労働契約や労働協約の締結に関する権利を保障し、労働者
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の権利・利益意識を高め、企業に不法に扱われた労働者に対して、苦情申し立てる手段を提供す
ることができるからである。

第 1 に、第 1 節で述べたように、中国における社会保険への加入は、法的に決められる労働者
の権利であるものの、高い社会保険料を負担したくない企業のコンプライアンス違反行為が多く
存在する。その背景には、以下の 2 つの理由がある。一つに、実際の法的執行力が弱いうえに、
地方政府が税収の確保や経済発展を優先させるため、コンプライアンス違反のある企業に対して
放任することがしばしばある（魯・冀・楊, 2019）。それに対して、権利意識の低い労働者が、
自らの権利が企業によって不当に侵害されてもそのことを認識していないことがある。たとえ
ば、企業は保険料率の高い社会保険費の負担を避けるため、労働者と労働契約を締結しない、あ
るいは支払うべき社会保険費を労働者に転嫁する場合がある（周, 2019）。

もう一つに、社会保障制度の構造問題から労働者は社会保険への加入権を放棄していることも
ある。社会保障制度における都市・農村戸籍の分割により、農村戸籍を有する出稼ぎ労働者が都
市で社会保険に加入する意欲が低い。程・王（2018）に指摘したように、流動性の高い農村戸
籍の出稼ぎ労働者は、規定された社会保険費を負担したくなく、社会保険への加入を拒絶し、企
業が支払うべきである社会保険費を賃金に上乗せして賃金としてもらうことを企業に申し出るこ
とがある。これは、第 1 節で述べたように、これまで様々な法規制を通して、養老保険と医療保
険を中心とした社会保険の全国統一を目指したにもかかわらず、都市・農村間や地域間における
社会保障制度の違いが依然として大きいため、これまで加入した社会保険を統合することに支障
をきたしているからである。

第 2 に、第 1 節で論じたように、市場経済のグローバル化に伴う社会矛盾の深化により、工会
の組織化推進や団体交渉制度における工会機能の発揮といった工会改革が促進された結果、労働
者の利益が侵害されるリスクを低減することにつながると考えられる。また上述したように、多
くの既存研究において、工会は労働者の金銭的労働条件を引き上げるだけではなく、非金銭的条
件も改善することが示された（Ge, 2007; 姚・鐘, 2008; Lu et al., 2010; 孫・賀, 2012; 詹他, 
2012; Yao and Zhong, 2013; 楊・楊, 2013; 姚他, 2013; 劉他, 2013; 王・李, 2014; 陳・張, 
2019, 紀・頼, 2019）。

仮説 2 ：会員－非会員間における「社会保険への加入」の差異に対する会員資格の寄与率が比
較的高く、会員－非会員間における「賃金率」の差異に対する会員資格の寄与率は比較的低い。

その理由は、工会が1925年に中国共産党による統一国家の成立を目指す過程の一環として創
設され、社会主義計画経済期を経て現在に至り、官製労働組合として位置付けられているため
である。社会主義国家である中国では、労使対立が存在しないことが前提とされている。それ
により、共産党の下部組織である工会は、国と党の手段の一つとして、社会の安定と成長を確保
し、労働者と雇用者の調和を育成する目的で設計された（Liu, 2010; Gunderson et al., 2016; 
Booth et al., 2021）。そのため、工会の機能は、社会・福利政策の施行、生産会議の組織、疾病
手当金の管理、病人の訪問、仮病人の識別、労使紛争の調和、住宅・幼稚園・休暇時間の配分、
イベントの組織、カウンセリング、また必要であればそれらの活動に補助を提供するなどに限ら
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れた（Clarke, 2005, pp. 5-6）。
工会の位置づけと使命は時代とともに変化してきたが、労働者の福利厚生を代表する機能は依

然として強い。前述したように、頻発するストライキは、工会に労働者の利益団体としての機能
を求める契機となり、工会の機能が欧米諸国の労働組合に近づくような改革を促した。多くの既
存研究では工会の賃金効果が存在することが示されているが、存在しないという分析結果も少数
ながら確認されている。他方、工会が社会保険への加入に及ぼす正の影響については、すべての
既存研究で観測されている。たとえば、第 2 節でとりあげた、Lu et al.（2010）および孫・賀

（2012）の研究では、それぞれ私営企業と出稼ぎ労働者を対象に、工会が労働者の賃金率の向上
に有意な影響を与えない一方で、法定福利である社会保険への加入には正の影響を及ぼすことが
示されている。

4 ．推計モデル

本稿は、第 2 節で述べた会員ダミーの選択バイアスを考慮し、Rosenbaum and Rubin（1983）
に基づき、傾向スコア・マッチング法を用いて、（1）式を推定する。
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加入した場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1、参加しなかった場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0とする。以下では、工会の効果を期
待できる取り扱いを処置とし、この処置を受けた会員の集団を処置群、受けなかった非会員の

集団を対照群とする。 

本稿では、replacement（一度用いられた対照群の個人をマッチングにもう一度も用いる）を

行った最近傍キャリパー・マッチング（nearest-Neighbor Matching within a Caliper）を採用する。
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また、replacement の場合、より多くのマッチングを考慮するために分散が小さくなる一方で、

傾向スコアの値が離れたマッチングも行うため、推定値のバイアスと分散のトレードオフが存

在する。比較に用いる対照サンプルの傾向スコアの値が大きく離れることを避けるために、最

近傍キャリパー・マッチングを利用する。最近傍キャリパー・マッチングは、処置群と対照群

の間で、傾向スコアが最も近いペアを作成し、キャリパー（閾値）を設定して、許容範囲を超

えるペアリングを排除する方法である。したがって、𝛿𝛿𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃は処置群における平均処置効果であ

り、すなわち、「会員と、会員と似通った属性を持つ非会員を比較したときの従属変数の差異」

となる。 

他方、Blinder-Oaxaca分解法に関して、会員－非会員間における労働条件（社会保険への加
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𝑌̅𝑌𝑢𝑢 − 𝑌̅𝑌𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝑛𝑛(𝑋̅𝑋𝑢𝑢 − 𝑋̅𝑋𝑛𝑛) + (𝛽𝛽𝑢𝑢 − 𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑋̅𝑋𝑢𝑢           (2) 
 

（2）式の左辺が平均値でみた会員－非会員間における労働条件の差は、右辺の二つの部分

に分解される。具体的に、第 1項の𝛽𝛽𝑛𝑛(𝑋̅𝑋𝑢𝑢 − 𝑋̅𝑋𝑛𝑛)を会員－非会員間の属性の差による差異（要
素量差要因）とし、第 2項の(𝛽𝛽𝑢𝑢 − 𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑋̅𝑋𝑢𝑢を会員資格の有無による差異（要素価格差要因）と
解釈する。 

 

5. データの概要と基本統計量 

本稿では、北京大学中国社会科学調査センターが公表している中国家庭追跡調査「China 

　（1）

ここで、添え字 i は、労働者を表し、従属変数（社会保険への加入の有無）をYiとし、労働者
が工会に加入したかどうかを示すダミー変数Diとする。労働者 i が社会保険に加入した場合には
Y1i、労働者 i が社会保険に加入しなかった場合にはY0iと表示される。また、労働者 i が工会に
加入した場合Di=1には、参加しなかった場合にはDi=0とする。以下では、工会の効果を期待で
きる取り扱いを処置とし、この処置を受けた会員の集団を処置群、受けなかった非会員の集団を
対照群とする。

本稿では、replacement（一度用いられた対照群の個人をマッチングにもう一度も用いる）を
行った最近傍キャリパー・マッチング（Nearest-Neighbor Matching within a Caliper）を採用
する。傾向スコア・マッチング法では、処置変数以外の個体属性を表す複数の共変量情報を傾向
スコアとして圧縮し、同スコアが近い者同士を組み合わせる。（1）式において、傾向スコアは、
属性ベクトルから予測される処置変数（工会加入の有無）の確率であり、P（Di｜Xi）で表示され
る。また、replacementの場合、より多くのマッチングを考慮するために分散が小さくなる一方
で、傾向スコアの値が離れたマッチングも行うため、推定値のバイアスと分散のトレードオフが
存在する。比較に用いる対照サンプルの傾向スコアの値が大きく離れることを避けるために、最
近傍キャリパー・マッチングを利用する。最近傍キャリパー・マッチングは、処置群と対照群の
間で、傾向スコアが最も近いペアを作成し、キャリパー（閾値）を設定して、許容範囲を超える
ペアリングを排除する方法である。したがって、
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入の有無、賃金率）の差は、（2）式で表す（Blinder, 1973; Oaxaca, 1973）。

7 
 

向スコア・マッチング法を用いて、（1）式を推定する。 

 

𝛿𝛿𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝐸𝐸{𝐸𝐸[𝑌𝑌1𝑖𝑖|𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1, 𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)] − 𝐸𝐸[𝑌𝑌0𝑖𝑖|𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0, 𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)]} （1） 

 

ここで、添え字𝑖𝑖は、労働者を表し、従属変数（社会保険への加入の有無）を𝑌𝑌𝑖𝑖とし、労働者
𝑖𝑖が工会に加入したかどうかを示すダミー変数𝐷𝐷𝑖𝑖とする。労働者𝑖𝑖が社会保険に加入した場合に
は𝑌𝑌1𝑖𝑖、労働者𝑖𝑖が社会保険に加入しなかった場合には𝑌𝑌0𝑖𝑖と表示される。また、労働者𝑖𝑖が工会に
加入した場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1、参加しなかった場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0とする。以下では、工会の効果を期
待できる取り扱いを処置とし、この処置を受けた会員の集団を処置群、受けなかった非会員の

集団を対照群とする。 

本稿では、replacement（一度用いられた対照群の個人をマッチングにもう一度も用いる）を

行った最近傍キャリパー・マッチング（nearest-Neighbor Matching within a Caliper）を採用する。

傾向スコア・マッチング法では、処置変数以外の個体属性を表す複数の共変量情報を傾向スコ

アとして圧縮し、同スコアが近い者同士を組み合わせる。（1）式において、傾向スコアは、属

性ベクトルから予測される処置変数（工会加入の有無）の確率であり、𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)で表示される。
また、replacement の場合、より多くのマッチングを考慮するために分散が小さくなる一方で、

傾向スコアの値が離れたマッチングも行うため、推定値のバイアスと分散のトレードオフが存

在する。比較に用いる対照サンプルの傾向スコアの値が大きく離れることを避けるために、最

近傍キャリパー・マッチングを利用する。最近傍キャリパー・マッチングは、処置群と対照群

の間で、傾向スコアが最も近いペアを作成し、キャリパー（閾値）を設定して、許容範囲を超

えるペアリングを排除する方法である。したがって、𝛿𝛿𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃は処置群における平均処置効果であ

り、すなわち、「会員と、会員と似通った属性を持つ非会員を比較したときの従属変数の差異」

となる。 

他方、Blinder-Oaxaca分解法に関して、会員－非会員間における労働条件（社会保険への加

入の有無、賃金率）の差は、（2）式で表す（Blinder, 1973; Oaxaca, 1973）。 

 

𝑌̅𝑌𝑢𝑢 − 𝑌̅𝑌𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝑛𝑛(𝑋̅𝑋𝑢𝑢 − 𝑋̅𝑋𝑛𝑛) + (𝛽𝛽𝑢𝑢 − 𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑋̅𝑋𝑢𝑢           (2) 
 

（2）式の左辺が平均値でみた会員－非会員間における労働条件の差は、右辺の二つの部分

に分解される。具体的に、第 1項の𝛽𝛽𝑛𝑛(𝑋̅𝑋𝑢𝑢 − 𝑋̅𝑋𝑛𝑛)を会員－非会員間の属性の差による差異（要
素量差要因）とし、第 2項の(𝛽𝛽𝑢𝑢 − 𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑋̅𝑋𝑢𝑢を会員資格の有無による差異（要素価格差要因）と
解釈する。 

 

5. データの概要と基本統計量 

本稿では、北京大学中国社会科学調査センターが公表している中国家庭追跡調査「China 

　(2)

（2）式の左辺が平均値でみた会員－非会員間における労働条件の差は、右辺の二つの部分に
分解される。具体的に、第 1 項の

7 
 

向スコア・マッチング法を用いて、（1）式を推定する。 

 

𝛿𝛿𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝐸𝐸{𝐸𝐸[𝑌𝑌1𝑖𝑖|𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1, 𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)] − 𝐸𝐸[𝑌𝑌0𝑖𝑖|𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0, 𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)]} （1） 

 

ここで、添え字𝑖𝑖は、労働者を表し、従属変数（社会保険への加入の有無）を𝑌𝑌𝑖𝑖とし、労働者
𝑖𝑖が工会に加入したかどうかを示すダミー変数𝐷𝐷𝑖𝑖とする。労働者𝑖𝑖が社会保険に加入した場合に
は𝑌𝑌1𝑖𝑖、労働者𝑖𝑖が社会保険に加入しなかった場合には𝑌𝑌0𝑖𝑖と表示される。また、労働者𝑖𝑖が工会に
加入した場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1、参加しなかった場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0とする。以下では、工会の効果を期
待できる取り扱いを処置とし、この処置を受けた会員の集団を処置群、受けなかった非会員の

集団を対照群とする。 

本稿では、replacement（一度用いられた対照群の個人をマッチングにもう一度も用いる）を

行った最近傍キャリパー・マッチング（nearest-Neighbor Matching within a Caliper）を採用する。

傾向スコア・マッチング法では、処置変数以外の個体属性を表す複数の共変量情報を傾向スコ

アとして圧縮し、同スコアが近い者同士を組み合わせる。（1）式において、傾向スコアは、属

性ベクトルから予測される処置変数（工会加入の有無）の確率であり、𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)で表示される。
また、replacement の場合、より多くのマッチングを考慮するために分散が小さくなる一方で、

傾向スコアの値が離れたマッチングも行うため、推定値のバイアスと分散のトレードオフが存

在する。比較に用いる対照サンプルの傾向スコアの値が大きく離れることを避けるために、最

近傍キャリパー・マッチングを利用する。最近傍キャリパー・マッチングは、処置群と対照群

の間で、傾向スコアが最も近いペアを作成し、キャリパー（閾値）を設定して、許容範囲を超
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を会員資格の有無による差異（要素価格差要因）と解釈す
る。

5 ．データの概要と基本統計量

本稿では、北京大学中国社会科学調査センターが公表している中国家庭追跡調査「China 
Family Panel Studies: CFPS」の 3 時点（2014–2018）にわたるパネルデータを用いて検証す
る。しかし、本データは、多くの脱落または新規参入のサンプルを含んでいるため、プーリン
グデータとして分析に用いた。CFPSは、2010年に中国（25の省・市・自治区）に居住してい
るすべての世帯（総人口の95%を占める）から、層化多段抽出法を用いて無作為に抽出された
16,000世帯の世帯員を対象にした。また、本稿は、労働者の法定福利である社会保険を分析対
象とするため、一般企業に勤務している従業員を抽出し、推計に必要な変数について未回答の観
察値を除外した。分析に使用する各時点の観測数は、2014年は5,739人、2016年は4,151人、
2018年は6,290人であり、観測数の合計は16,180人である（5）。

第 4 節で示した（1）式、（2）式を推定するための各変数は、以下のとおりである。第1に、
労働者の社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）への加入の有無を従属変数とし、工会
への加入の有無を独立変数とする。第 2 に、推定に使用する制御変数は、個人属性、仕事関連の
指標に分ける。個人属性は、性別、年齢、戸籍の種類、教育レベル、婚姻状況、共産党員資格の
有無を含む。仕事関連の指標には、賃金率（税引き後）、労働契約の締結状況などの労働条件が
含まれる。さらに、現職の勤続年数、職位の有無、企業規模、企業形態、所属産業および所在地
域もコントロール変数として扱う。これらの変数に関する記述統計量は、表 1 と表 2 に示す。

表 1 は、「回答者の基本属性の記述統計量（工会加入の有無別の標本平均）」を示している。多
くの項目では、会員と非会員の間に有意差がみられた。具体的に、第 1 に、男性、高い年齢、都
市戸籍、高卒以上、既婚、共産党員の労働者は会員であることが比較的多く、これに対して、女
性、低い年齢、農村戸籍、中卒以下、未婚、非共産党員の労働者は非会員であることが比較的多
い。第 2 に、会員の賃金率は、非会員より 1 ％水準で有意に高いことが示された。第 3 に、会員
は、現職の勤続年数が長く、労働契約を締約し、管理職に就き、国有企業、製造業、東部地域で
働いていることが多い。一方、非会員は、現職の勤続年数が短く、労働契約がなく、非管理職で
あり、私営企業、小売/卸売業、建設業、宿泊/飲食サービス業、中部や西部地域に属する傾向が
ある。

表 2 は、「回答者の社会保険の記述統計量（工会加入の有無別の標本平均）」を示している。と
くにこれは、各属性によって労働者を細分したときの、各サブグループにおける社会保険の平均
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値（会員、非会員、全体）の記述統計量を示したものである。まず、すべての回答者において、
会員は非会員より社会保険の加入率が高いことが示された。とくに年金保険（0.83***, 0.3）と
医療保険（0.83***, 0.3）は、失業保険（0.75***, 0.31）、労災保険（0.77***, 0.24）および生育
保険（0.61***, 0.2）より、会員と非会員との間の差異が顕著であった。また、全体における社
会保険の加入率は、大卒以上、労働契約の締結、国有企業、外資/香港/台湾/マカオ系企業のサ
ブグループに属する労働者の方が高い。さらに、各サブグループにおいて、会員は非会員よりも
平均して社会保険の加入率が有意に高い。具体的には、性別、戸籍、最終学歴、婚姻状況、共産
党員資格の有無、労働契約の有無、職位、企業形態、産業、地域を問わず、上記と同様に年金、
医療保険は失業、労災、生育保険より、会員と非会員との間の差異が顕著である傾向がみられ
た。そのうち、会員と非会員の間における社会保険の加入率の差について、共産党員（0.88***, 
0.53）、労働契約の締結（0.88***, 0.6）、管理職（0.90***, 0.52）、国有企業（0.92***, 0.63）、
外資/香港/台湾/マカオ系企業（0.93***, 0.76）などのグループにおいて比較的小さいことが示
された。とくに労働者の最終学歴が高ければ高いほど、その差は縮小され、大学院卒の労働者に
ついては、有意な結果が得られなかった。

6 ．推定結果

6 . 1 　社会保険への加入に及ぼす工会の影響

表 3 は、第 4 節で述べた会員ダミーの選択バイアスを考慮した傾向スコア・マッチング法を用
いた推定結果を示している。年金、医療、失業、労災および生育保険に関して、会員が非会員に
比べて加入率（0.127、0.140、0.145、0.157、0.1）が高まっていることが示された。また、
全ての項目の t 値（5.17、5.66、5.38、5.84、3.49）が 1.96 を超えており、 5 %の水準で統計
的に有意であることがわかった。これにより、会員は非会員より社会保険に加入する確率が高い
という仮説1が棄却できなかった。

さらに、工会加入の有無が労働者の社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）への加入
に及ぼす影響を確認するために、二項プロビットモデル、変量効果モデルを用いて分析を行っ
た。変量効果モデルを使用した理由は、従属変数である労働者の社会保険（年金、医療、失業、
労災、生育保険）への加入は変動が小さく、固定効果モデルが収束されないためである。表 4 で
示された二項プロビットモデル、変量効果モデルを用いた分析結果は、工会加入の有無が労働者
の社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）への加入に有意に正の影響を与え、表 3 の結
果との一致性がみられた。たとえば、変量効果モデルの分析結果では、会員は非会員より、社会
保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）の加入率が9.8%、10.4％、8.8%、9.8%、3.9%ポ
イント高まる。他方、表 4 において、都市戸籍ダミー、既婚ダミー、現職の勤続年数、労働契約
ありダミー、管理職ダミー、企業規模など多くのコントロール変数が、社会保険（年金、医療、
失業、労災、生育保険）への加入に有意に正の影響を与えることが示唆され、これまでの既存研
究の結果と一致した。
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6 . 2 　Blinder-Oaxaca分解モデルの結果

表 5 は、Blinder-Oaxaca分解モデルによって、会員－非会員間における社会保険への加入、
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ここで、添え字𝑖𝑖は、労働者を表し、従属変数（社会保険への加入の有無）を𝑌𝑌𝑖𝑖とし、労働者
𝑖𝑖が工会に加入したかどうかを示すダミー変数𝐷𝐷𝑖𝑖とする。労働者𝑖𝑖が社会保険に加入した場合に
は𝑌𝑌1𝑖𝑖、労働者𝑖𝑖が社会保険に加入しなかった場合には𝑌𝑌0𝑖𝑖と表示される。また、労働者𝑖𝑖が工会に
加入した場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 1、参加しなかった場合には𝐷𝐷𝑖𝑖 = 0とする。以下では、工会の効果を期
待できる取り扱いを処置とし、この処置を受けた会員の集団を処置群、受けなかった非会員の

集団を対照群とする。 

本稿では、replacement（一度用いられた対照群の個人をマッチングにもう一度も用いる）を

行った最近傍キャリパー・マッチング（nearest-Neighbor Matching within a Caliper）を採用する。

傾向スコア・マッチング法では、処置変数以外の個体属性を表す複数の共変量情報を傾向スコ

アとして圧縮し、同スコアが近い者同士を組み合わせる。（1）式において、傾向スコアは、属

性ベクトルから予測される処置変数（工会加入の有無）の確率であり、𝑃𝑃(𝐷𝐷𝑖𝑖|𝑋𝑋𝑖𝑖)で表示される。
また、replacement の場合、より多くのマッチングを考慮するために分散が小さくなる一方で、

傾向スコアの値が離れたマッチングも行うため、推定値のバイアスと分散のトレードオフが存

在する。比較に用いる対照サンプルの傾向スコアの値が大きく離れることを避けるために、最

近傍キャリパー・マッチングを利用する。最近傍キャリパー・マッチングは、処置群と対照群

の間で、傾向スコアが最も近いペアを作成し、キャリパー（閾値）を設定して、許容範囲を超

えるペアリングを排除する方法である。したがって、𝛿𝛿𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃は処置群における平均処置効果であ

り、すなわち、「会員と、会員と似通った属性を持つ非会員を比較したときの従属変数の差異」

となる。 

他方、Blinder-Oaxaca分解法に関して、会員－非会員間における労働条件（社会保険への加

入の有無、賃金率）の差は、（2）式で表す（Blinder, 1973; Oaxaca, 1973）。 

 

𝑌̅𝑌𝑢𝑢 − 𝑌̅𝑌𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝑛𝑛(𝑋̅𝑋𝑢𝑢 − 𝑋̅𝑋𝑛𝑛) + (𝛽𝛽𝑢𝑢 − 𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑋̅𝑋𝑢𝑢           (2) 
 

（2）式の左辺が平均値でみた会員－非会員間における労働条件の差は、右辺の二つの部分

に分解される。具体的に、第 1項の𝛽𝛽𝑛𝑛(𝑋̅𝑋𝑢𝑢 − 𝑋̅𝑋𝑛𝑛)を会員－非会員間の属性の差による差異（要
素量差要因）とし、第 2項の(𝛽𝛽𝑢𝑢 − 𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑋̅𝑋𝑢𝑢を会員資格の有無による差異（要素価格差要因）と
解釈する。 

 

5. データの概要と基本統計量 

本稿では、北京大学中国社会科学調査センターが公表している中国家庭追跡調査「China 

に分解した結果を表す。本表
は、以下の 3 点を示している。第1に、年金、医療、失業、労災および生育保険への加入、賃金
率における会員－非会員間の総差異は0.304～0.525であることを示している。

第 2 に、年金、医療、失業、労災および生育保険への加入、賃金率に関する会員－非会員間の
属性の差による差異（要素量差要因）は、それぞれ0.367、0.356、0.319、0.278、0.225、0.218
であり、労働条件における会員－非会員間の差の大部分（70.0%、67.8%、63.5%、65.0%、
67.0％、71.7％）を占めることが明らかにされた。それに対して、会員資格の有無による差異

（要素価格差要因）は、0.158、0.169、0.182、0.150、0.111、0.086であり、労働条件におけ
る会員－非会員間の差の一部（30.2%、32.2%、36.3%、35.0%、33.0％、28.3％）を占めるこ
とがわかった。以上のことから、労働条件における会員と非会員の間の差は、工会の機能が一定
程度確認される一方で、主に会員となった労働者の属性によって説明されることが示唆された。

第 3 に、会員資格の有無による差異（要素価格差要因）に焦点を当てると、会員資格の有無に
よって説明される賃金率の差異の比率（28.3％）は比較的低く、会員資格の有無によって説明
される年金、医療、失業、労災および生育保険への加入の差異の比率（30.2%～36.3%）は比較
的高いことがわかった。これにより、会員－非会員間における「社会保険への加入」の差異に対
する会員資格の寄与率が比較的高く、会員－非会員間における「賃金率」の差異に対する会員資
格の寄与率は比較的低いという仮説 2 が棄却できなかった。これは、工会が労働者を代表する組
織として機能転換を進めつつある一方で、依然として労働者の福利厚生を代表する役割が比較
的強いこと、また賃金に関する団体交渉などを通じて得られる効果が比較的弱いことを示してい
る。

7 ．おわりに

本稿では、工会加入の有無が労働者の社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保険）への加
入に及ぼす影響を検討した。この結果、以下の 2 点が明らかになった。第 1 に、会員ダミーの選
択バイアスを考慮したうえで、会員は非会員より社会保険（年金、医療、失業、労災、生育保
険）への加入率が高いことが示された。第 2 に、会員－非会員間における「社会保険への加入」
の差異に対する会員資格の寄与率が比較的高く、会員－非会員間における「賃金率」の差異に対
する会員資格の寄与率は比較的低いことが明らかになった。このことは、企業内に工会の設置
が、企業のコンプライアンス違反の行為を減らし、法定福利である社会保険への加入を強化する
ことを示唆した。また、金銭的労働条件より非金銭的労働条件に対する保護機能が比較的強く、
社会主義国家における工会の伝統的な役割が依然として強いことも明らかとなった。

他方、本稿では以下のような限界が残った。第1に、本稿で用いた傾向スコア・マッチング手
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法は、処置変数の割り当てが観察される変数のみに依存しているため、観察されない要因が、処
置変数と従属変数の両方に影響に影響している場合を考慮できなかった。第 2 に、因果関係の推
定は、適切な操作変数を用いて行うことが望ましいが、工会に関する公表データが近年停止して
いるため、操作変数の選択は今後の課題となっている。

表 1 ．回答者の基本属性の記述統計量 （工会加入の有無別の標本平均）　　　　N=16,180

11 
 

表1. 回答者の基本属性の記述統計量 （工会加入の有無別の標本平均）    N=16,180 

 

注: 1）t検定の結果に従い、***、**はそれぞれ1％、5%水準で有意であることを示す。2）中国の学校教育制度に基づき、最終学歴に関

する回答を、「中卒以下 （小学校、中学校卒）」「高卒（職業高校、技術労働者学校、中等専門学校、普通高校卒）」「専門学校卒（高等

職業技術教育学院、高等専門学校卒）」「大卒以上（大学、大学院卒）」の4つのカテゴリーに分けた。また、中国の地域経済の区分に

は、公式に区分けされたものに基づき、地域に関する回答を、「東部（北京、天津、河北、上海、江蘇、浙江、福建、山東、広東、海

南）」「東北部（遼寧、吉林、黒竜江）」「中部（山西、安徽、江西、河南、湖北、湖南）」「西部（内モンゴル、広西、重慶、四川、

貴州、雲南、チベット、陝西、甘粛、青海、寧夏、新疆）」の4つの経済地域に分けた。 

  

項目 会員 非会員 項目 会員 非会員

性別（男性=1） 0.69*** 0.59 企業規模 2167.23*** 811.4

年齢 39.2*** 35.5 企業形態（国有） 0.54*** 0.12

戸籍（都市=1） 0.69*** 0.3 企業形態（外資/香港/台湾/澳門系） 0.08*** 0.04

最終学歴（中卒以下） 0.26 0.57*** 企業形態（私営） 0.35 0.83***

最終学歴（高卒） 0.27*** 0.2 企業形態（その他） 0.02*** 0.008

最終学歴（専門学校卒） 0.22*** 0.14 産業（製造） 0.44*** 0.34

最終学歴（大卒） 0.21*** 0.08 産業（小売/卸売） 0.06 0.13***

最終学歴（大学院卒） 0.03*** 0.006 産業（建築） 0.04 0.14***

婚姻状況（既婚=1） 0.81*** 0.74 産業（宿泊/飲食サービス） 0.03 0.07***

共産党員資格（あり=1） 0.23*** 0.06 産業（その他） 0.42*** 0.31

賃金率 28.14*** 19.99 地域（東部） 0.46*** 0.41

労働契約（あり=1） 0.90*** 0.45 地域（東北部） 0.16** 0.14

現職の勤続年数 5.88*** 2.45 地域（中部） 0.19 0.24***

職位（管理職=1） 0.20*** 0.11 地域（西部） 0.19 0.21**

回答者の基本属性

マカオ系）
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0.
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）
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83

**
*

0.
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0.
35

0.
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27
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3
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75
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33
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24
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26
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表 3 ．工会が社会保険への加入に及ぼす影響（ATT）

13 
 

表 3. 工会が社会保険への加入に及ぼす影響（ATT） 

 
          注：1)neighborの数は4とし、replacementをありとし、caliperの値は0.01に設定した。2) 傾向スコア・マッチング 

前後の共変量のバランスチェックの結果、すべての共変量が適切にバランスされていることが示された。 

 

 

ATT S.E. T-stat Treated N Untreated N

ⅰ雇用保険 0.127 0.025 5.17 451 9129

ⅱ医療保険 0.140 0.025 5.66 451 9129

ⅲ失業保険 0.145 0.027 5.38 451 9129

ⅳ労災保険 0.157 0.027 5.84 451 9129

ⅴ生育保険 0.1 0.029 3.49 451 9129
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注
（ 1 ）�　中国の社会保険は、年金保険（定年退職後の年金の支給）、医療保険（医療費の負担）、失業保険（失業期

間中における生活費の支給）、労災保険（労災に関わる医療費の負担、補償金などの支給）、生育保険（出産
に関わる医療費の負担、産休手当などの支給）から成る。

（ 2 ）�　『中国労働統計年鑑2021』によると、2020年に都市就業者である46,271万人のうち、年金保険の加入者は
32,859万人、労災保険の加入者は26,763万人、失業保険の加入者は21,689万人であり、多くの労働者は社
会保険に未加入のままである。他方、中国では、制度の公布から実際の適用までのタイムラグが存在し、地
域ごとに制度の執行内容が不均一であるため、年金、医療、労災保険のみを対象にした研究もある（王・李, 
2014）。

（ 3 ）�　現時点で実施されている社会保険制度の内容をみると、①企業の従業員が享受する社会保険制度、②都市
住民（自営業者、非就労者など）が享受する社会保険制度、③農村住民（農民）が享受する社会保険制度の
3 つがあり、社会保険料の納付方式から、享受できる保険待遇までそれぞれ内容は異なる。

（ 4 ）�　社会保険（法定福利）への加入は、金銭的要素を伴う労働条件として扱われることがある。しかし、本稿
では、労働者が直接受け取る金銭報酬ではなく、福利厚生として提供される点に着目し、非金銭的労働条件
として扱う。

（ 5 ）�　各観測期間における会員の比率 （人数） は、2014年に2.84% （163人）、2016年に7.06% （293人）、2018年
に12.81% （806人） となり、増加し続ける傾向がみられた。
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注：***、**はそれぞれ1％、5%水準で有意であることを示す。 
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